
特別支援教育アドバイザー １０校１０名

○ 県立特別支援学校25校に『地域支援センター』を位置付け、特別支援教育のセンター的機能として地域支援を進めている。
○ R６は、出かける支援件数は996件、来校相談件数は1,596件、特別支援教育アドバイザー相談件数は500件で、合計3,082件であった。
○ 視覚障がい、聴覚障がいの児童生徒は県内各地に在籍しており、乳幼児期からの適切な支援を必要としている。
○ 医療的ケアを必要とする児童生徒が県内各地に増えており、地域で学ぶための支援体制を整えていくことが求められている。
○ 入院している児童生徒への教育は保障されてきたが、学習の質や遠隔教育の推進、学校と病院との連携に課題がある。
○ 多様な学びの場の理解と就学の仕組みや手続き、教育課程の編成、個別の教育支援計画を活用した一貫した支援に課題がある。
○ 特別支援教育に携わる教員の専門性の向上を図り、通級による指導の充実や通常の学級における児童生徒一人一人の教育的
ニーズに応じた適切な指導や必要な支援をし、学びの推進を図っていく必要がある。

＜地域支援体制を戦略的に進める会議＞
・事業担当者会議（年４回）
・地域支援チーム戦略・連携会議（年３回）

＜各種会議＞
・特別支援教育推進会議
・庁内連携会議（義務教育課、高校教育課）
・教育支援協議会（小、中、高等学校長）
・特別支援教育体制促協議会
・地域支援担当者会議

「地域支援体制」を整備するための会議・研修会

家庭 学校
情報共有・連携強化

（小事業１）地域支援体制整備事業

○ 児童生徒や保護者の就学への不安を支えるとともに、卒業後まで支援をつないでいく。
○ 特別支援教育に係る各市町村の支援体制の整備・充実を図る。
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標
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状
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・域内の支援情報の提供
・就学の仕組みや手続きの理解
・特別支援学級の教育課程の理解

「個別の教育支援計画」の作成・活用による切れ目のない支援

・相談支援ファイルの活用促進
・保護者向けハンドブックの作成
・保護者同士の交流の場の促進
・医療的ケア児支援センターとの連携

福祉部局 教育委員会
連携強化

市町村

「地域支援体制」の連携図

地域支援センター【特別支援学校】

教育事務所 特別支援教育センター
地域支援チーム

・相談支援、研修支援
・乳幼児親子教室の開催

・市町村教育委員会からの相談窓口
・域内特別支援教育のコーディネート
・小・中学校等の要請に応じた訪問
・関係機関との連携 等

・教育相談
・調査研究
・教育研究
・研修パッケージの拡充
・各種研修講座 等

＜各種研修会＞
・地域支援センター特別支援教育研修会
・特別支援学級教育課程研修会
・特別支援教育センターでの研修会
・「研修パッケージ」による伴走支援

入院児童生徒支援員 ２校２名

①視覚障がい：視覚支援学校
②聴覚障がい：聴覚支援学校
③肢体不自由：郡山支援学校
④病  弱：須賀川支援学校
⑤知的障がい：大笹生支援学校、あぶくま支援学校、

石川支援学校、会津支援学校、
いわき支援学校    ふたば支援学校

①病  弱：須賀川支援学校、須賀川支援学校郡山校

・医療、保健、福祉等の各関係機関との連携
・入院児童生徒に関するケース会議（カンファレンス）の開催
・ICT機器を活用した遠隔教育による学習支援
・退院後の継続した復学支援（フォローアップ）

・地域の各学校への相談･研修支援、校内支援体制
整備
・個別の教育支援計画の作成･活用に係るアドバイス
・就学前の保護者への相談支援
・市町村教育委員会への就学に関するアドバイス
・「就学支援の手引き」の活用
・保健・福祉・医療、就労等の関係機関との連携・

・病院に出かけての定期的な学びに向けた支援
・保健・福祉・医療等の関係機関との連携
・個別の教育支援計画の作成･活用に係る
アドバイス

就学の仕組み 教育課程の取扱い 個別の教育支援計画
の活用

       
特別支援教育課
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